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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第22期 

第２四半期累計期間 
第21期 

会計期間 
自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日 

自 2020年１月１日 
至 2020年12月31日 

売上高 （千円） 1,059,016 1,588,854 

経常利益 （千円） 166,748 196,108 

四半期（当期）純利益 （千円） 103,127 135,512 

持分法を適用した場合の投資利
益 

（千円） － － 

資本金 （千円） 90,000 90,000 

発行済株式総数 （千株） 2,384 2,384 

純資産額 （千円） 557,206 454,078 

総資産額 （千円） 2,106,092 2,049,512 

１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） 43.26 56.84 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） － － 

１株当たり配当額 （円） － － 

自己資本比率 （％） 26.5 22.2 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー 
（千円） △88,276 △129,056 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー 
（千円） △157,599 △260,300 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー 
（千円） △98,226 545,065 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 251,112 595,214 

 

回次 
第22期 

第２四半期会計期間 

会計期間 
自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日 

１株当たり四半期純利益 （円） 10.39 

 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

５．当社は、第21期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第21期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 
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６．当社は、2021年８月12日開催の当社取締役会の決議に基づき、2021年８月31日付で普通株式１株につき２株

の割合で株式分割を行っております。第21期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半

期（当期）純利益及び１株当たり四半期純利益を算定しております。 

 

２【事業の内容】 

 当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

  当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロ－の状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は前第２

四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っており

ません。 

 

（１）財政状態及び経営成績の状況 

当第２四半期累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年６月30日）のわが国経済におきましては、新型コロナウ

イルス感染症の広がりに伴う緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置により、社会経済活動が制限され、景気動向

についてもいまだ予断を許さない状況が続いております。 

 このような環境の下、当社を取り巻く業界におきましては、巣ごもり需要の増加に伴うインタ－ネット環境が注

目され、需要は引き続き高まることが見込まれております。 

当社においても、インターネット設備の重要性の認知度が上がり、空室対策の一環として検討されるお客様が増

加いたしました。その結果、B-CUBICサービスに対して多くのお問い合わせをいただき、受注件数は順調に推移い

たしました。また、マンションの付加価値をあげるIoTへの注目も上がってきており、IoTサービスであるオート

ロックシステムへの問い合わせも増えてきております。 

一方で、お客様及び当社従業員の安全を最優先に考え、お客様とのWEBを使った商談の増加、当社従業員の在宅

勤務の推進及び当社従業員に対するPCR検査の実施等、新型コロナウイルスへの対策を最優先しながらも、B-CUBIC

サービスのサ－ビス提供体制強化、回線品質の維持・向上にも取組んでまいりました。 

その結果、当第２四半期累計期間における売上高は1,059,016千円、営業利益は183,228千円、経常利益は

166,748千円、四半期純利益は103,127千円となりました。 

今後も新型コロナウイルス感染症の影響が不透明な中、変異株も出現し、感染症対策としての人との接触機会を

減らす取り組みとして、引き続き在宅勤務や在宅授業は増加していくと見込まれ、インタ－ネット環境整備に対す

る需要の高まりは継続することが見込まれます。今後もこれらの市場環境と当社の事業経験を最大限に活用して中

期的な事業成長を実現してまいります。 

なお、当社はインターネットサービス事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載をしておりませ

ん。 

 

   （資産） 

     当第２四半期会計期間末における総資産は2,106,092千円であり、前事業年度末に比べ56,579千円増加いたし

ました。主な要因は現金及び預金が316,300千円減少したものの、売掛金が243,690千円、工具、器具及び備品が

127,139千円、前払費用が18,794千円、それぞれ増加したことによるものであります。 

 

   （負債） 

     当第２四半期会計期間末における負債は1,548,885千円であり、前事業年度末に比べ46,547千円減少いたしま

した。主な要因は未払法人税等が35,002千円、未払金が25,327千円増加したものの、長期借入金が100,603千

円、賞与引当金が13,021千円、それぞれ減少したことによるものであります。 

 

（純資産） 

     当第２四半期会計期間末における純資産は557,206千円であり、前事業年度末に比べ103,127千円増加しまし

た。これは四半期純利益計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、251,112千円と前事業

年度末と比べ344,102千円の減少となりました。 

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

 



- 4 - 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動による資金は、88,276千円の支出となりました。これは主に、税引

前四半期純利益163,848千円、減価償却費17,730千円などの収入がありましたものの、売上債権の増加額243,690

千円、法人税等の支払額23,074千円等があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動による資金は、157,599千円の支出となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出122,895千円、定期預金の預入による支出27,801千円等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における財務活動による資金は、98,226千円の支出となりました。これは主に、長期

借入れによる収入80,000千円がありましたものの、長期借入金の返済による支出178,090千円等によるものであ

ります。 

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

    新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フロ－の状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。 

 

 （４）経営方針・経営戦略等 

    当第２四半期累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。 

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。 

 

（６）研究開発活動 

該当事項はございません。  
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３【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 10,000,000 

計 10,000,000 

(注)１．2021年８月12日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部変更が行われ、会社法第113条第３項

の規定に従い発行可能株式総数を5,232,000株減少させ、4,768,000株となっております。 

２．2021年８月12日開催の取締役会決議において、2021年８月31日を基準日として株式分割の決議をするととも

に、定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は4,768,000株増加し、9,536,000株となっております。 

 

②【発行済株式】 

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2021年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年９月３日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,192,000 2,384,000 非上場 

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は100株であ
ります。 

計 1,192,000 2,384,000 － －  

(注)１．2021年８月12日開催の取締役会決議により、2021年８月31日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は1,192,000株増加し、2,384,000株となっております。 

２．2021年８月12日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部変更が行われ、１単元を100株とする

単元株制度を採用しております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

      該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2021年４月１日～ 
2021年６月30日 

－ 1,192,000 － 90,000 － 39,515 

(注) 2021年８月12日開催の取締役会決議により、2021年８月31日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。これにより発行済株式総数は1,192,000株増加し、2,384,000株となっております。 
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（５）【大株主の状況】 

2021年６月30日現在
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合 

（％） 

株式会社ディーアイ 大阪府大阪市港区弁天一丁目3番13-5301号 835,000 70.05 

中西 良祐 大阪府大阪市 357,000 29.95 

計 － 1,192,000 100.00 

（注） 株式会社ディーアイは、代表取締役社長 中西良祐氏が株式を保有する資産管理会社であります。 

 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）      － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,192,000 1,192,000 － 

単元未満株式      － － － 

発行済株式総数 1,192,000 － － 

総株主の議決権  － 1,192,000 － 

（注） 2021年８月12日開催の取締役会決議により、2021年８月31日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行うとともに、2021年８月12日開催の臨時株主総会決議により、2021年８月31日付で１単元を100株とする単

元株制度を採用しております。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通

株式2,384,000株、議決権の数は23,840個、発行済株式総数の株式数は2,384,000株、株主の議決権の数は

23,840個となっております。 

 

②【自己株式等】 

      該当事項はありません。 

 

 

２【役員の状況】 

  該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）及び第２四半期累計期

間（2021年１月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビュ－

を受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】 

（１）【四半期貸借対照表】 

  

  （単位：千円）

 
前事業年度 

（2020年12月31日） 
当第２四半期会計期間 
（2021年６月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 720,039 403,738 

売掛金 ※   901,482 ※   1,145,173 

商品 416 740 

貯蔵品 1,340 1,031 

前渡金 24,381 9,671 

前払費用 16,248 35,042 

その他 252 174 

貸倒引当金 △4,270 △13,290 

流動資産合計 1,659,891 1,582,282 

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 17,528 22,679 

  車両運搬具（純額） 1,707 1,330 

  工具、器具及び備品（純額） 292,205 419,345 

有形固定資産合計 311,441 443,355 

無形固定資産   

  ソフトウェア 11,690 10,572 

  その他 189 189 

  無形固定資産合計 11,880 10,762 

投資その他の資産   

 差入保証金 37,035 43,761 

 長期前払費用 3,640 2,957 

 繰延税金資産 25,607 22,963 

 その他 1,380 1,375 

貸倒引当金 △1,365 △1,365 

投資その他の資産合計 66,298 69,692 

固定資産合計 389,620 523,809 

資産合計 2,049,512 2,106,092 
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  （単位：千円） 

 
前事業年度 

（2020年12月31日） 
当第２四半期会計期間 
（2021年６月30日） 

負債の部   

流動負債   

買掛金 60,793 62,107 

1年内返済予定の長期借入金 324,666 327,179 

未払金 72,263 97,590 

未払法人税等 23,073 58,076 

未払消費税等 15,897 20,724 

前受金 30,959 28,329 

預り金 8,378 5,113 

賞与引当金 36,660 23,638 

その他 272 2,457 

流動負債合計 572,965 625,217 

固定負債   

長期借入金 991,986 891,383 

アフターコスト引当金 29,846 31,786 

その他 635 498 

固定負債合計 1,022,467 923,668 

負債合計 1,595,433 1,548,885 

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000 

資本剰余金 39,515 39,515 

利益剰余金 324,563 427,690 

株主資本合計 454,078 557,206 

純資産合計 454,078 557,206 

負債純資産合計 2,049,512 2,106,092 
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（２）【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

   （単位：千円）

 
当第２四半期累計期間 

（自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日） 

売上高    1,059,016 

売上原価 404,062 

売上総利益 654,954 

販売費及び一般管理費 ※   471,725 

営業利益 183,228 

営業外収益  

受取利息 5 

その他 733 

営業外収益合計 738 

営業外費用  

支払利息 8,205 

債権売却損 5,804 

支払手数料 1,500 

その他 1,707 

営業外費用合計 17,218 

経常利益 166,748 

特別損失  

固定資産除却損 2,900 

特別損失合計 2,900 

税引前四半期純利益 163,848 

法人税、住民税及び事業税 58,076 

法人税等調整額 2,644 

法人税等合計 60,720 

四半期純利益 103,127 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

 （単位：千円）

 
当第２四半期累計期間 
（自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 163,848 

減価償却費（有形、無形） 17,730 

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,021 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,020 

アフターコスト引当金の増減額（△は減少） 1,939 

受取利息及び受取配当金 △5 

支払利息 8,205 

有形固定資産除売却損益（△は益） 2,886 

売上債権の増減額（△は増加） △243,690 

たな卸資産の増減額（△は増加） △15 

前渡金の増減額（△は増加） 14,710 

前払費用の増減額（△は増加） △18,090 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,313 

未払金の増減額（△は減少） △3,198 

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,827 

その他の増減額（△は減少） △2,757 

小計 △56,297 

利息及び配当金の受取額 5 

利息の支払額 △8,909 

法人税等の支払額 △23,074 

営業活動によるキャッシュ・フロー △88,276 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △27,801 

有形固定資産の取得による支出 △122,895 

有形固定資産の売却による収入 10 

差入保証金の差入による支出 △6,965 

差入保証金の回収による収入 47 

その他投資の増減額（△は増加） 5 

投資活動によるキャッシュ・フロー △157,599 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 80,000 

長期借入金の返済による支出 △178,090 

リース債務の支払による支出 △136 

財務活動によるキャッシュ・フロー △98,226 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △344,102 

現金及び現金同等物の期首残高 595,214 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※   251,112 
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【注記事項】 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や収束時期等を含む会計上の見積りの仮定について、当第２四半期累計期間

において、前事業年度より、重要な変更はありません。 

 

（四半期貸借対照表関係） 

※ 債権流動化に伴う買戻義務 

 
前事業年度 

（2020年12月31日） 
当第２四半期会計期間 
 （2021年６月30日） 

債権流動化に伴う買戻義務 79,429千円 295,635千円 

 

（四半期損益計算書関係） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
当第２四半期累計期間 
（自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日） 

従業員給料及び手当 190,575千円 

役員報酬 50,730 

賞与引当金繰入額 23,638 

貸倒引当金繰入額 9,020 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりであ

ります。 

 
当第２四半期累計期間 
（自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日） 

現金及び預金勘定 403,738千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △152,626 

現金及び現金同等物 251,112 

 

（株主資本等関係） 

当第２四半期累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年６月30日） 

１．配当金支払額 

  該当事項はありません。 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる 

もの 

  該当事項はありません。 

 

 ３．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第２四半期累計期間（自 2021年１月１日 至 2021年６月30日） 

当社の営む事業は、インターネットサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第２四半期累計期間 
（自 2021年１月１日 
至 2021年６月30日） 

１株当たり四半期純利益 43円26銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 103,127 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 103,127 

普通株式の期中平均株式数（株） 2,384,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業

年度末から重要な変動があったものの概要 

－ 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

２．当社は、2021年８月12日開催の当社取締役会の決議に基づき、2021年８月31日付で普通株式１株につき２株

の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四

半期純利益を算定しております。 

 

（重要な後発事象） 

株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更 

当社は、2021年８月12日開催の取締役会決議に基づき、2021年８月31日付をもって株式分割を行っております。

また、上記株式分割に伴い、定款の一部を変更し単元株制度を採用しております。 

 

１．株式分割、単元株制度の採用の目的 

当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を

100株とする単元株制度を採用いたします。 

 

２．株式分割の概要 

（１）分割方法 

2021年８月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株につき２株

の割合をもって分割しております。 

（２）分割により増加する株式数 

   株式分割前の発行済株式総数      1,192,000株 

   今回の分割により増加する株式数    1,192,000株 

   株式分割後の発行済株式総数      2,384,000株 

   株式分割後の発行可能株式総数     9,536,000株 ※ 

   ※2021年８月12日開催の臨時株主総会に基づき、2021年８月12日付をもって定款変更を行っており、

発行可能株式総数を9,536,000株に変更しております。 

（３）株式分割の効力発生日 

   2021年８月31日 

（４）１株当たり情報に与える影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これ

による影響については、当該箇所に反映されております。 

 

３．単元株制度の採用 

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。 
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２【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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